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₁ 四半期前 –₀.₃₁₉ –₀.₄₂₈
₂ 四半期前 –₀.₂₇₃ –₀.₃₄₆
₃ 四半期前 –₀.₁₂₇ –₀.₁₇₃
出所：労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計₂₀₁₉」、内閣府「国民経済計算」
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₁₉₉₅年第 ₁四半期～₁₉₉₅年第 ₄四半期、③₁₉₉₇年第 ₂四半期～₁₉₉₉年第 ₂四半








































ここで、  は労働者の  期の消費  、  は労働者の貯蓄、  は名





ここで、  は資本家の  期の消費 、  は資本家の貯蓄、  は  期
の利潤、  と  は主観的選好要因を表す。効用最大化の結果、資本家の消費は
次のようになる。
 ⑵
（代表的な）企業は、第 ₁ 期に、その期の生産物需要に等しい量  を生産す
るために労働を  だけ雇用する。資本投入量を  として、この関係は、生産
関数を用いて  と表される。
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出されないという点で、Eatwell and Milgate （₁₉₈₃）が主張する雇用理論に適
合する。雇用量は、所与の実質賃金率のもとで、総需要の大きさによって決ま
る。⑶は、総需要が  であるとき労働需要が  になることを意味してい
る7）。
また、企業は、現存の資本ストック  に対して、第 ₁期に借入によって  だ
けの投資を行い、第 ₂ 期に  だけの生産所得を生み出す（労働投入な








の水準  を決定する。 ₁階の条件から、  は、  という関係を
満たし、実質利子率  の減少関数となる8）。すなわち、  。




第 ₁ 期について、労働分配率を  とすると、総需要  は次のように表され
る。
ここで、  。  は国民所得（分配所得）を表す。生産物市場が均衡
する国民所得水準は、
 8） ここでは、ペンローズ曲線によって示されるような逓増的な資本調整コストは仮定せ
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ら、名目賃金率  が低下すれば労働分配率  が下がる（資本分配率  が
上がる）10）。この関係は、
と表される。このとき、名目賃金率の変化によって引き起こされる、生産物市
場と貨幣市場の同時均衡点Gからの国民所得  と利子率  の変化は、次のよ
うに表されることになる。
ここで、  。左辺の係数行列の行列式を  、係数行列の第 ₁ 列と
右辺のベクトルを入れ替えた行列の行列式を  と表せば、
となる。ここで、  であるから、  。  の符号
は  の符号と逆になる。
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This paper discusses Keynesian unemployment.　First, we present an 
overview of data on the unemployment rate published by The Japan 
Institute for Labor Policy and Training.　The demand-deficient 
unemployment rate had been rising in ₁₉₉₀s that is a decade of recession 
after collapse of the bubble economy.　Second, we look at the 
fundamental model of the macro economy in the short run as a 
preparation of an analysis in the following section.　The fundamental 
model predicts something inconsistent with the data.　We develop a 
two-period model which will resolve the inconsistency.　A constant-
returns technology plays a key role in our model.　Finally, using the 
model, we examine a relationship between the wage rate and the level of 
Keynesian unemployment.　The result shows that there is a possibility 
that the scale of Keynesian unemployment does not decrease even if the 
wage rate is flexible.
Keywords： Keynesian unemployment; demand-deficient unemployment; 
price rigidity.
JEL Classification Number： E₂₄.
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